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情報公開の取組

都への報告・連絡 迅速な都への情報報告の実施
事故があった場合には、都に迅速に報告できるよう体制づくりをしており、平成29年度は
セキュリティの脅威が一件あったため、対応メモを作成して都に報告した。

・不要なコピー用紙の裏面活用など、用紙の再利用を推進している。
・使用電力の節減を図るため、事務室のほか、トイレや給湯室の無人時の消灯を徹底して
いる。

各種法令等の遵守 各種法令等に基づく適正な管理運営のための取組

個人情報保護の取組 内部規程の策定、研修等

・「個人情報保護指針」を定めて対応している。
・行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に対応し、個
人番号の取扱事務担当者を選任し、仕切りのある専用机だけで事務処理を行うなど、情報
保護に必要な措置を講じている。
・個人情報の漏洩事故はなかった。

安全性の
確保

保管場所の施錠、データアクセスのＩＤ制御
・「個人情報保護指針」に基づき、保管場所の施錠を行っている。
・各担当者のみアクセス可能なように、データアクセスのＩＤ制御を適切に行っている。
・図書資料室に導入したシステムは単独のシステムとし、情報管理を徹底している。

情報事故への対応
個人情報の漏えいや個人データの紛失事故等の無発生、事故発生時
の対応・都への適正な報告

個人情報の漏えいや個人データの紛失事故等は発生しなかった。

各種情報の管理

防犯への配慮・緊急時対策 緊急時の利用者の安全確保の取組

・目視による施設内の点検を毎日行い、安全確保に努めている。
・施設の鍵は施錠できるキャビネットで一括して常勤職員が保管、管理している。
・監視カメラを活用し、開館時間中の様子をリアルタイムでモニターできる体制を整えて
いる。
・夜間や休日等の職員が勤務していない時間内について、適切かつ迅速な対応が求められ
ることから、連絡網を整備している。

事故を防ぐための安全確保の取組

・施設、設備の異常を素早く発見するため、受付職員が巡回と目視点検を行い、不具合の
箇所があれば速やかに管理担当職員に報告するなど、臨機応変に対応している。
・利用者が誤って立入禁止場所に入らないよう観葉植物での間仕切りを設置している。
・車いすの体験コーナーにおいては、職員立会いの下で乗車するよう管理運営している。

事故への対応
利用者に影響が生じる事故等の無発生、事故等発生時の対応・都へ
の適正な報告

利用者に影響が生じる事故等は発生しなかった。

施設・設備管理に関する書類等
の管理

【本館】所管局による一次評価の水準と実績

施設・設備の保守点検

施設の管理運営に当たっての経験豊富なスタッフの確保

28年度自己収支比率（66.15％）の90％超

・「情報公開要綱」を定めて対応している。
・監理団体指導に基づく公開方針により、センターのホームページ等を活用して、情報を
公開している。
・情報公開請求はなかった。

施設・設備の安全性の確保

法令等の
遵守

適切な財務運営・財産管理が行われているか

指定管理者の実績

収支状況

講習会の受講等による専門員、相談員等の能力向上、ノウハウ維持

・専門員について、知識の習得や知見の蓄積等のため、外部機関・関連組織・当事者団体
等が開催する人権関連行事等に積極的に参加させている。参加により得た情報は、資料の
回覧により職員間で共有し、組織として活用した。
・相談員について、相談技法の習得及びスキルアップを図るため、専門機関の開催する研
修に参加させた。
・受付職員について、施設見学者に適切な案内ができるよう、プラザの展示物や都の発行
している冊子等を活用し、施設や人権課題に関する基礎知識を付与している。

人材育成の取組

確認項目

協定や事業計画に沿って適切に管理が行われているか

指定管理者の実績

・啓発事業の企画、実施を担う専門員について、学芸員、司書の専門的知識を持つ者を配
置している。
・相談員について、行政経験者で相談業務や人権行政に従事した経験を持つ者を配置して
いる。
・受付職員について、サービス向上及び経費節減のため、英語による接客対応が可能な
者、接客経験の豊富な民間企業退職者等の人材派遣を受けて配置している。

・受付職員が施設巡回を行い、目視による点検を実施している。
・貸出用タブレットやタッチパネルは利用後の汚れをふき取るなど、清掃を行っている。

指定管理者に求められる水準

人員配置

施設を良好な状態に保つための維持管理

環境配慮への取組

施設の安全性は確保されているか

指定管理者に求められる水準

内部規程の策定、研修等

経理処理 経理の明確な区分、帳簿・関係書類による経理状況の明確化

適性な財務・
財産管理

・指定管理に係る経費は区分管理し、別に預金口座を設けている。
・公益財団法人東京都人権啓発センター財務規程に基づき、公益法人としての諸原則を踏
まえて、経理処理を行っている。
・顧問税理士に指導を受けている。
・センターの計理担当職員が公益法人協会主催のセミナーに参加した。

・収入の状況：収入済額85,452千円
・29年度自己収支比率は69.64%（前年度対比105.28％）
経費削減のため、照明器具のこまめな消灯、大型郵便の発生における段ボールの再利用な
ど、省エネ行動を徹底した。

資源のリサイクルの促進

指定管理者の実績

毎日の点検表等の作成
・日誌を作成し、来館者数、施設の利用状況等を毎日記録している。
・セミナールームの利用状況について、施設の予約が重ならないよう使用予約簿を作成し
ている。

施設の補修・修繕
・受付職員が施設巡回を毎日行い、補修等が必要な箇所の有無を目視により点検してい
る。平成29年度はセミナールームの設備が破損していたため、都と迅速に調整のうえ対応
した。

必要な補修・修繕への対応

防災への配慮 災害発生時の利用者の安全確保の取組
・「災害・事故発生時体制表」を作成し、利用者の安全を第一に考え、職員自ら臨機応変
に行動できるよう消防器具の配置場所を周知するなど日頃から防災意識を高める取組を心
掛けている。

・人権プラザの事業遂行に係わる労働関係、契約関係等の各種法令を遵守した上で、適切
な事業実施に取り組んでいる。
・ビル共用部利用時のルールや資源ごみの分別方法を周知するなど、職員のコンプライア
ンス意識向上に努めている。

個人情報保護、報告等は適切に行われているか

指定管理者に求められる水準 指定管理者の実績

指定管理者に求められる水準

【評価項目】

本館資料２－３
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事業効果
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指定管理者に求められる水準

施設全体におけるサービス

・各事業において、参加者の要望に応じて、手話通訳や点字レジュメの作成、託児サービス
を手配している。
・図書資料室について、子供に楽しく利用してもらえるよう動物の本棚を配置している。
・一般相談について、法律相談との連携を図り、人権相談から法律相談に繋げるなど、相談
者の要望や内容を踏まえた対応を行った。
・相談者が不安を覚えないよう、受付担当者に相談者の来訪時間等を事前に連絡し、来客者
をスムーズに案内できるようにした。
・待合スペースに緑を増やすとともに冊子を置くなどして環境を整えた。

25

管理簿の整備、異動があった際の都への報告

指定管理者に求められる水準

苦情等があった際には、日誌への記載、担当からの引継ぎにより、受付担当職員から管理
担当職員に迅速に報告し、苦情等の内容が直ちに回答が必要なものである場合は相手方に
説明を行うこととしている。平成29年度について苦情等はなかった。

人権相談の実施状況

事業実施におけるサービス

・周辺に所在する人権啓発団体との間で、相互の事業内容等について、講座のテーマや時
期が重複しないように意見交換を行っている。
・地元区の視察対応を行い、人権プラザ事業を説明し、今後の連携、支援に向けた連携強
化を進めた。体験学習会(自主事業)を地元区の小中学校で開催する際に人権プラザのＰＲ
を行い、知名度向上を図っている。
・東京人権啓発企業連絡会と連携し、指導者養成セミナーへの企業からの参加者を募っ
た。
・港区とは、区内公共施設と相互にチラシの配布協力を行ったほか、連携強化を進め、新
たに区立施設の指定管理者に対する人権学習会を２回実施した。

都有財産（物品など）の管理

利便性等の向上のための具体的取組

利便性等の向上のための具体的な取組

利用者の満足度 満足度調査の結果、「十分満足」及び「まあ満足」が90％超

利用促進への取組

苦情等への対応 苦情、否定的な意見等に対する適切な対応

施設利用者アンケート（３／１～３／31）における満足度（「十分満足」及び「まあ満
足」の合計）
・施設全般の総合的満足度 94%（65人／69人）
・展示室 93％（57人／61人）
・企画展示室 95％（71人／74人）
・イベント 97％（67人／69人）
・ロビーギャラリー 96%（60人／62人）
・図書資料室 98%（52人／53人）
・職員の対応 98%（73人／74人）
・施設の管理状況 97％（65人／67人）
上記のとおり、全ての項目について90％を超える評価を得た。

・受付職員について、海外在住経験や海外勤務経験を持ち、英語による接客対応が可能な
者を配置した。また、新たに英語版のリーフレットも作成した。
・受付職員間でサービスに差が生じないよう日々気づいたことや申し送り事項をノートに
記録し、全職員が確認することで、サービス向上に努めている。
・筆談ボードを配備し、聴覚障害者への対応を行っている。
・印刷物の作成時にはカラーユニバーサルデザインを取り入れるなど、障害者の利便性に
配慮している。
・ホームページに掲載している人権プラザまでの交通案内について、地図のほかに文字に
よる説明で目的地まで案内する「ことばの道案内」を掲載し、視覚障害者の利便性に配慮
している。

広報・ＰＲ等の実施

サービス内容
の向上

事業内容、職員対応等について、利用者の反応はどうか

指定管理者の実績

指定管理者の実績

帳簿、関係書類の整備、保存（指定期間終了後５年間）

利用者数

事業計画どおりの事業実施・利用状況となっているか

指定管理者による提案事業等の
実施

展示室、セミナールーム、図書資料室等を活用した事業の実施

平成25～27年度の展示室、図書資料室の利用者数合計の平均
（7,463人）の90％超

・展示室では、まず、学校、自治体等からの依頼に応じて、展示物の解説等を行う人権学習
会を、合計110団体と、分館における平成25年度から27年度の平均である74団体を大幅に上
回る数の団体に対して実施し、人権尊重の理念を広めた。また、企画展示全３回のうち第Ⅰ
期では、写真展「人権という希望」として、特に次代を担う若者にも理解しやすい企画とな
るよう、写真を通して人権とは何かについて幅広く考えてもらえる展示を行った。
・セミナールームでは、まず、都民講座を、統一テーマを多角的に捉えられる初の連続講座
「音楽から人権を考える」を含む全６回について、講座の内容に応じたフォローアップ事業
（関連映画の上映や専門員によるブックトーク（人権に係る書籍の解説・案内））と併せて
実施し、参加者に深い学びの機会を提供した(参加者数657名)。また、子供人権教室とし
て、夏休みの自由研究としても活用できる、「ことばの地図」づくりなどのワークショップ
形式の教室を実施し、子供に親しんでもらえるよう工夫した(参加者数36名)
・図書資料室については、アイヌや多文化共生をテーマとして収蔵している絵本を活用した
事業を３回実施し、図書資料室の利用を促進した。（参加者数120名）

・重要な証書・通帳等は金庫へ保管し、総務課長・調整担当課長・主任が鍵の施錠などを
行い、慎重な管理に努めている。その他の経理・現金に関する書類は、原則として、施錠
のできる書庫・キャビネットロッカー等を保管場所に定め、担当者が指定の場所への出し
入れを行っている。
・顧問税理士に指導を受けている。

・実施事業の告知チラシに加え、パンフレットの配布による認知度向上に取り組んだ。
・小中学校向けとして、体験学習会(自主事業)の応募があった学校や人権学習会に参加し
た教員に施設ＰＲを行った。
・地元向けとして、近隣の区立小学校に重点的にチラシの配布を行うとともに、区内の施
設と相互にチラシ配布を行った。
・マスメディアによるプラザへの取材を受け入れ、協力した。
・各実施事業について、都度、案内チラシ、広報東京都、TOKYO人権等により告知すると
ともに、人権プラザ及び当センターホームページに情報を搭載し、広報している。

・備品となる財産は、基本協定に基づいて所定の手続を行い、半期末ごとに「物品管理者
別物品一覧表」と現物を照合し、都に報告している。
・26年度から都が点数管理消耗品の区分を設けたことに対応し、該当する物品の一覧表を
作成し、年に１度、都と現物の照合を行っている。

経理・現金に関する書類等の管
理

事業実施・利
用の状況

平成28年度の一般相談、法律相談の相談件数合計(909件)の90％
超

・29年度の利用者数は以下のとおりであった。
一般相談 923件
法律相談 85件（人権週間における特別法律相談「夜間人権ホットライン」18件を

含む。）
相談件数計 1,008件(平成28年度比110.89％)

他機関、関連施設、地域との連
携

事業展開に当たっての連携・支援の推進、具体的な取組の実施

・29年度の利用者数は以下のとおりであった。
展示室入場者数 5,962人
図書資料室利用者数 2,283人
利用者数計 8,245人(平成25～27年度比110.48%)
※分館にはセミナールームがないため、セミナールームの人数はカウントしていない。

人権学習会の積極的な受入、人権啓発事業の回数増等により施設利用者数が増加した。
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【確認事項】

１．財務状況

２．特命要件の継続

特命要件が継続しているか

特命の前提となった施設の位置づけ

（特命の前提となった施設の位置づけに変更がないか）

東京都監理団体の特性と果たした役割

（施策推進の重要な担い手となる団体の特性に変更がないか）

都との連携体制

（都と適切な連携のもとに効率的に事業を実施したか）

事業の取組状況・進捗度

適切な実施状況 不適切な実施状況（特命に係る事業計画等に示された取組等は適切に進められているか。
また、施設運営の改善など次年度以降の取組等に反映された特筆すべき事例はある
か）

＜評価の内容＞

当初設定した以下の特命要件が継続していること。
①都が設立した監理団体であり、安定的な経営基盤を有するとともに、都の人権施策を確実に補完代行できる、②都が指導監督を行っているため、事業の中立性・公平
性が担保される、③都の指導の下に人権啓発センターと人権プラザの事業を一体的に実施することにより、人権プラザの設置目的を効率的に達成できる、④運営にあ
たる理事会や評議員会の委員等は、幅広い人権分野から選出されており、様々な課題に対応できる、⑤管理委託を続けており、人権プラザの管理運営事業に良好な実
績がある。

変更なし 変更あり

団体の特性が
十分に発揮されている

団体の特性が十分に発揮されてない

実施 未実施

東京都監理団体を特命により選定した施設について
選定時の特命要件の継続状況について、施設の位置づけや役割等を再検証のうえ、以下の項目を参考として各施設に相応しい項目を設定し、検証してください。

特命要件の継続

事業者の
財務状況

財務状況について、適切な管理・運営のチェックがなされるとともに、安定的な財務運営が行われている。

特記事項 上記のほか、評価すべき点として、本館と分館の２館体制を円滑に運営したことが挙げられる。

要改善事項等 なし

都及び関係機関等との連携 行政機関等との連携の適切な実施
・事業実施に当たっては、都との間で月１回の企画会議を開催し、効果的な啓発内容とな
るよう十分な協議、調整を行った。

都の実施施策への協力（配点×
2）

都の実施する施策への協力

・企画展示「ダイバーシティ・スポーツ2017」において、東京都の取組「都立学校活用促
進モデル事業」（障害者や障害者スポーツ競技団体などが身近な地域でスポーツ活動がで
きるように、都立特別支援学校の体育施設の活用を促進する事業）を紹介。
・クローズアップコーナー「おもちゃに見るじんけんの世界」の実施に際しては、障害者
福祉施設が作る自主製品に対する理解促進と販売機会の提供を図るため、福祉保健局が
オープンした「KURUMIRU」からも製品（おもちゃ）を購入した。

・東京2020大会を控え、スポーツと社会的包摂・多様性をテーマとした企画展示、障害者
とスポーツをテーマとした出張展示、特別展示「オリンピック・パラリンピックと人権」
を活用した人権学習会などスポーツと人権に係る様々な企画を実施し、障害者の社会参加
機会の拡大や、障害のある人もない人も互いに理解し合い、支え合う共生社会について、
広く理解と関心を促した。

都の政策と連動した事業の実施
（配点×2）

都の政策と連動した事業の実施、その効果

行政目的の
達成

行政と連携を図り施設の目的を達成しているか

指定管理者に求められる水準 指定管理者の実績

30 施設の目的達成

施設の設置目的を達成する取組の実施
（人権プラザは人権啓発の拠点として設置された施設であり、設置
目的は「人権尊重の理念を普及させることにより、人権意識の高揚
及び人権問題の解決を図り、もって都民一人一人の人権が尊重され
る社会の実現に寄与する。」となっている。）

・展示事業として、常設展示を活用した人権学習会を実施し、学校、企業、自治体からの依
頼に応じて団体見学等の対応を行い、来館者への人権に関する理解の深化を図った。また、
企画展示の実施により、常設展示への理解を補強し、人権についての想像力を更に喚起させ
る役割を果たしている。
・人権問題に関する一般向けの講座(都民講座)、学校や企業における人権啓発の指導者を養
成することを目的とした講座（人権啓発指導者養成セミナー）、主に小中学生を中心とした
世代を対象にしたワークショップ形式の講座（子供人権教室）など、様々な層に応じた内
容・手法のイベントを企画・実施した。
・図書資料室事業として、人権問題に関する図書資料及び視聴覚教材等を収集し、閲覧・貸
出を行った。
・相談事業として、一般相談、法律相談を行った。
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